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スミダ判定においてイ号図面図１ａ及び図１ｂを参照すると、インバータが接続される負

荷は「放電管」と記されていることがわかる。 
ここで、単なる裸放電管（冷陰極管）と LCD Panel（液晶バックライトに組み込まれた冷
陰極管）とでは特性が大きく異なるため、次のように、スミダ判定を検証するための実証

実験を行った。 
 
１．実測条件について 
(1) 裸放電管（冷陰極管）の場合の実測条件 
 
判定請求イ号図面図１ｂと同様の回路のインバータを裸放電管に接続して検証実験を行っ

た。 
 
 

 
したがって、これら二次側回路に生じる寄生容量と、トランスの誘導性出力とで構成され

る共振周波数は、非常に高い周波数になっているか、または、インバータの実用周波数に

比べて無視できるほど高い周波数である。 
実験は共振の影響を受けないように、低めの周波数で測定した。 
 

測定条件：管電流 2mA 周波数 30kHz 
 
(2) この問題液晶パネルに接続しての実測条件 
 
実際に市販されているノートブック型パーソナルコンピュータを購入し、検証実験を行っ

た。 
放電管用インバータ回路は液晶パネルに接続され、この状態では、 

 
 

 
したがって、これら二次側回路に生じる寄生容量と、トランスの誘導性出力との間で共振

回路が構成され、その共振回路の共振周波数はインバータ回路の実用周波数に近いところ

非常に大きな放電管周辺寄生容量を有する。 

裸管のみの場合は放電管周辺に発生する寄生容量は非常に小さい。 



にある。 
実験は実使用条件に近いところで測定した。 
 

測定条件：管電流 6mA 周波数 60kHz 



２．実測方法 
 
(1) 磁束検出コイルを写真のように取り付ける。 

 
(2) 実測の装置図 
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３．実証実験 
 
(1) 負荷を裸放電管（冷陰極管）とした場合の実証実験 
① 負荷の写真（裸放電管） 

 
 
② 結果 
4つある磁束検出コイルの電圧を測定してみると、以下のようにほとんど位相・電圧とも変
わらない。 
比較のため、4つの波形を重ねてみた結果においてもほとんど重なり合っている。 

これらの結果は、４つの磁束検出コイルを通過する磁束の流れはほぼ等しいことを示して

いる。 
つまり、一次巻線と二次巻線とが併置して巻かれたそれぞれの巻線を通過するほとんどの

磁束は磁路である中心コアを通過し、漏れていないことを意味する。 
したがって、このインバータに用いられているトランスは、この条件下では判定８項３４

行ないし３７行に記載されるように、「また、漏洩する磁束成分は全磁束成分の内の僅かな

成分であると認められる。すなわち、大部分の磁束はＩコアとＵコアで形成される磁路内

にあり、漏洩磁束の割合は少ないものと認められる。」という文言と一致する。 
ある意味ではこの条件下においてこのトランスは、磁束がほとんど漏れていないので閉磁

路トランスといっても良い。 
 

  



③ 磁束の模式図 
磁束の流れを模式図で示すと、左の図のようになっていると考えるのが妥当である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
磁束のほとんどは一次巻線と二次巻線とに鎖交し、ほとんどの磁束が主磁束で構成されて

いる。 



④ 実測条件の裏付け 
 
以下に、なぜこのトランスは上記の条件下では閉磁路トランスとして動作するのかについ

ての裏付けを示す。 
トランスの入力側から見た位相・アドミタンスの測定を行ったものが以下の図である。 
 

位相特性から、直列共振点は 85KHz付近にあるこ
とがわかる。 
測定条件は30KHzであり共振点よりもはるかに下
の周波数で動作させている。 
共振周波数以外の周波数で動作させていることが

確認できる。 
下の図は入力電圧対出力管電流の測定であるが、

75KHzを中心に管電流が増大する範囲がある。 
この周波数が共振による結合であり、調相結合と

呼んでいる。 
本特許請求項との関係では「密結合部」に該当す

る。 
密結合の共振点中心は 75KHzである。 
測定条件の30KHzはこの密結合共振点よりもはる
かに下の周波数であり、このように、本特許の構

成要件である共振周波数を使用しないで動作させ

る場合には、本特許の特徴である二次巻線上からの磁束漏れは生じず、その結果、構成要

件である「密結合」「疎結合」も生じないことになる。 
 
補足であるが、このトランスを用いてこのような条件下で放電管を動作させることは可能

であるが、トランスは従来の閉磁路トランスとして動作しているため、銅損が多く発熱が

多いために効率が悪い。 



(2) 負荷を液晶パネルとしたときの実証実験 
① 負荷の写真（LCD Panel） 

 

 
APPLE Power Book GⅢ 
負荷：液晶パネル SAMSUNG LT141X7-124 
 
② 結果 

４つある各磁束検出コイルの電圧が大きく異なっている。波形は全然重ならない。 
このことは、４つの磁束検出コイルを通過する磁束の流が異なっていることを示している。 
つまり、磁束は磁路である中心コアを外れて二次巻線の途中から漏洩していることを意味

する。 
したがって、このインバータに用いられているトランスは、この条件下では判定８項３４

行ないし３７行に記載される、「また、漏洩する磁束成分は全磁束成分の内の僅かな成分で

あると認められる。すなわち、大部分の磁束はＩコアとＵコアで形成される磁路内にあり、

漏洩磁束の割合は少ないものと認められる。」という文言とは明らかに異なっている。 
この動作条件下においては明らかに漏洩磁束トランスとして動作していることを示す。 

  



③ 磁束の模式図 
 
磁束の流れを模式図で示すと、左の図のようになっていると考えるのが妥当である。 

 
二次巻線上からの磁束漏れが特徴的であり、主磁束の多くが貫入する「二次巻線のうち、

一次巻線近傍の密結合部」と磁束が漏洩する「二次巻線のうち一次巻線から離れた部分の

疎結合部」が生じている。 



④ 実測条件の裏付け 
 
以下に、なぜこのトランスは上記の条件下では本特許範囲の漏洩磁束トランスとして動作

するのかについての裏付けを示す。 
トランスの入力側から見た位相・アドミタンスの測定を行ったものが以下の図である。 
 

位相特性から、直列共振点は 65KHz付近にあるこ
とがわかる。 
測定条件は 60KHzであるから、ほぼ直列共振点な
いしはそれよりも少し低い周波数で動作させてい

る。 
下の図は入力電圧対出力管電流の測定であるが、

60KHzを中心に管電流が増大する範囲がある。 
この周波数が共振による結合であり、調相結合と

呼んでいる。 
本特許請求項との関係では「密結合部」に該当す

る。 
測定条件の60KHzはこのまさに密結合の共振周波
数である。 
このように、本特許の構成要件である共振周波数

において動作させる場合には、本特許の特徴であ

る二次巻線上からの磁束漏れが生じる。 
その結果、構成要件である「密結合部」と「疎結合部」とが生じることになる。 
 
補足であるが、このトランスを用いてこのような条件下で動作させることにより、トラン

スの一次巻線に流れる無効電流が減る。 
つまりは、力率が良くなるために銅損が少なくなって効率が良くなることになる。 
 



結論 
 
スミダ判定は、放電管が寄生容量を伴わない裸管状態で測定した場合のものと結論付けられる。

この条件においてスミダ判定と矛盾しない結果を得た。 
つまりは、共振点を使わない場合において、確かにスミダトランスは閉磁路トランスに非常に

近いと言っても良い。しかし、スミダ判定は裸放電管状態における判定に過ぎない。 
一方、放電管を液晶パネルに組み込み、大きな寄生容量を伴う状態として実測した場合、結果

は大幅に異なる。 
インバータ回路はトランス二次側回路で共振を起こし、この場合において、インバータのトラ

ンスは本特許範囲の漏洩磁束型トランスとして動作する。また、判定答弁書乙第４号証にある

とおり、二次巻線上の磁束漏れも観測される。トランスは負荷の状態によって閉磁路トランス

にも、漏洩磁束トランスにもなり得るということである。 
負荷がただの裸放電管（冷陰極管）か液晶パネルかで判定の結果は異なることは明らかである。 
したがって、スミダ判定は裸放電管において判定したものであり、本件訴訟のイ号証とは異な

るものを判定したものであるから判定結果を準用することができない。 

CN2には「裸放電管」が接続される。「LCD Panel」ではない。 
このように異なる測定条件で判定を求めることは問題がある。 
また、この判定結果をもとに顧客に誤解を与えるような営業活動が既に行われていることは実

に遺憾である。 

スミダ電機より提出されたイ号甲一号証 
































